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本稿は最近のＪＡ貯金、貸出金の動向を分析

する。ＪＡ貯金については他業態と比較しなが

ら、利用者の流動性選好の影響および投資信託

の動きをみることにする。

ＪＡ貯金の伸び率は、2001年４月には2.7％

（速報値）となり、緩やかな上昇基調となって

いる。

ＪＡ貯金の伸び率の水準について他業態と比

較するために、業態別個人預貯金の伸び率をみ

ると（第１図）、緩やかな上昇が続いており、

2001年３月には都銀3.1％、地銀4.9％となって

いる。これらと比較すると、ＪＡの伸び率はや

や低い水準にある。

なお郵便貯金については定額貯金の大量満期

に伴い、伸び率が大きく低下し、2001年４月に

は△3.9％となっている

最近のＪＡ資金動向

・ＪＡ貯金の前年比伸び率は足元では緩やかな上昇基調となっている。種類別にはＪＡを
含めいずれの業態も流動性預貯金の伸び率が定期性預貯金を上回っている。流動性預貯
金の伸びは、超低金利の下で利用者の流動性選考が強まっていることが影響していると
考えられる。
・銀行等の投信窓販の取り扱いは増大しており、都銀においては定期性預金から投資信託
への預け替えが起きていると考えられる。
・ＪＡ貸出金の伸び率マイナスは全国的な傾向となった。他業態についても地銀を除き低
い水準に止まっている。
・ＪＡ貸出金の伸び率低下に影響を与えた要因としては、地公体・金融機関以外の員外貸
付金、クローバローンをはじめとする消費関連のローン、地方公共団体貸付金、農業関
係資金の伸び率低下があげられる。

要約

レポート

  資料  日銀「金融経済統計月報」、郵政省「郵便貯金速報」�
（注）１  99年４月以降の都銀、地銀、第二地銀は平残、それ以外のデータは末残。�
         ２  JAは個人以外も含む合計の値。�
　      ３  98年11月の拓銀営業譲渡(都銀→第二地銀)、2000年４月の近畿大阪銀行発足�
　           (第二地銀→地銀)の影響により都銀、地銀、第二地銀については個人預金、�
　　       貸出金の変動が大きくなっている。�
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第１図　業態別個人預貯金の前年比伸び率の推移
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種類別動向をみると、ＪＡを含めいずれの業

態においても流動性預貯金の伸び率が定期性預

貯金の伸び率を上回っている（第２図、第３図）。

流動性預貯金の伸び率の水準は、2001年３月

にはＪＡ5.1％、都銀9.5％、地銀10.9％、第二地

銀7.8％、信金8.7％となっている。ＪＡは他業

態と比べやや低い水準にある。

それでは流動性預貯金の増加の内訳について

みることにする。流動性預貯金の前年比増加額

に占める貯蓄預貯金増加額の割合は、ピーク時

の97年12月にＪＡは37.1％、95年６月に都銀は

55.6％、地銀は75.2％を占めていた。しかしな

がら、貯蓄預貯金の伸び率は2001年３月にＪＡ

は△2.1％、都銀は△7.4％、地銀は△2.6％とな

っている。

その一方で普通預貯金については、ＪＡは伸

び率が5.0％台で推移し、また都銀、地銀につい

ても10.0％台の高い伸びを維持しており、足元

での流動性預貯金の増加は普通預貯金によるも

のであるといえよう。

定期性預貯金についてみると、ＪＡ、地銀、

信金は、前年比伸び率がプラスとなっているの

に対して、都銀、第二地銀についてはマイナス

で推移している。

このように業態間で水準は異なるものの、流

動性預貯金の伸び率は定期性預貯金のそれを上

回っている。こうした動きについては、超低金

利の下で、定期性預貯金の魅力が低下し、将来

の金利上昇に備えた利用者の流動性選好が強ま

っていることが考えられる。

こうした動きを受けて、銀行等は定期

性預金よりも投信窓販の推進に積極的に

取り組むようになっている。

そこで投信窓販の影響を分析する前に、

まず家計部門における投資信託の動きを

みることにする。資金循環勘定（速報）

によると家計の投信保有額前年比増加額

は2000年12月に4.31兆円となっている。

また投資信託のうちリスクが低く、流

動性が高いＭＭＦ、中国ファンドについ

ては、特に高利回りとなった中国ファン

ドを中心に前年比増加額が伸びている。

2000年12月のピーク時には増加額が両方

合わせて2.05兆円となっている。上述し

た家計における投資信託増加額の47.5％

にあたる。

資料  日銀「金融経済統計月報」�
(注)　 第１図と同じ。�
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資料  日銀「金融経済統計月報」�
(注)　 第１図と同じ。�
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第２図　個人流動性預貯金の前年比伸び率の推移

第３図　個人定期性預貯金の前年比伸び率の推移
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98年12月から銀行（生保も含む）での投信の

窓口販売が開始されたことにより、銀行等にお

ける投信窓販の預かり資産残高が増加してい

る。

したがって、他業態で定期性預貯金の伸び率

が低いもしくは減少しているもう一つの要因と

して、利用者の流動性選好に加えて、投資信託

への預け替えの影響があるのではないかと思わ

れる。

そこで定期性預貯金から投資信託への預け替

えの状況を大まかに把握するために、定期性預

金の伸び率がマイナスとなっている都銀につい

てみることにする。定期性預金と投信窓販（個

人分を推計）の増減額については第１表に示す

とおりである（注）。

定期性預金の前年比増減額が2001年３月末に

△0.67兆円となっているのに対して、投信窓販

（推計値）の増加額は1.10兆円となっており、定

期性預金から投信窓販へシフトしているものと

考えられる。

このように都銀については、定期性預金が減

少している背景の一つとして、投資信託への預

け替えも考えられよう。

（注）なお都銀における個人投資家の投信窓販の預

かり資産残高（「日経金融新聞」2000年10月

26日による）については、2000年９月末の都

銀５行（さくら、住友、富士、三和、第一勧

業）の個人投資家資産残高比率（５～９割）

を掛け合わせて算出している推計値である。

ＪＡ貸出金（公庫、共済、金融機関貸付を除

く）の伸び率は、97年10月の5.0％から緩やかな

低下が続き、2001年３月にはマイナスに転じ、

2001年４月は△0.4％（速報値）となった。伸び

率がマイナスとなるのは88年３月以来のことで

ある。

ＪＡ貸出金の減少は全国的な傾向となってい

る。地区別にみると、中間地区は2000年10月か

ら、農村地区は2001年３月から、さらに都市化

地区においては2001年４月（速報値）から前年

比伸び率がマイナスとなっている。なお都市化

地区の伸びがマイナスとなるのは79年７月以来

のことである。

他業態における個人貸出金伸び率をみると、

都銀については緩やかな低下傾向にあり、2001

年３月には伸び率が△0.1％となった。第二地銀

の伸び率はマイナス幅が拡大しており、2001年

３月には△4.1％となっている。信金については

99年６月に伸び率がマイナスに転じ、2001年３

月には△2.3％となっている。

それに対して地銀は緩やかな上昇基調にある

ために（2001年３月は伸び率6.4％）、業態間の

格差は拡大している（第４図）。

なお地銀が上昇基調にある要因としては、住

宅ローンの高い伸びが継続しているのに加えて

消費者ローンのマイナス幅が縮小していること

があげられよう。

第１表　都銀における投信窓販（個人）と定期性預

金の推移

(預かり資産残高:億円)

投信窓販�
(個人推計値) 定期性預金�

2000年6月末�
2000年9月末�
2000年12月末�
2001年3月末�

19,077�
24,505�
23,775�
27,265

687,947�
686,560�
688,659�
688,227

707,024�
711,065�
712,434�
715,492

合計�

資料　金融経済統計月報、ニッキン投信情報、日経金融新聞�

(前年比増減額:億円)

2000年6月末�
2000年9月末�
2000年12月末�
2001年3月末�

16,489�
16,769�
11,142�
11,072

-17,019�
-20,944�
-14,939�
-6,378

-530�
-4,175�
-3,797�
4,694
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ＪＡ貸出金の種類別動向について示したのが

第２表である。ＪＡ貸出金の伸び率低下の要因

として、地公体・金融機関を除く員外貸付金、

クローバローンをはじめとする消費関係のロー

ン、地方公共団体貸付金、農業関係資金の伸び

率低下があげられる。

地公体・金融機関を除く員外貸付金について

は、2000年６月以降伸び率が低下し、2001年３

月には△6.0％となった。

消費関係のローンについては、伸び率がマイ

ナスで推移している。とくにクローバローンは、

△8.0～△9.0％台で推移している。

地方公共団体貸付金については2000年12月以

降、伸び率がマイナスとなっている。特に地方

公社貸付はマイナス幅が拡大し、

2001年３月には△7.9％となって

いる。これは地方公社の経営環

境が厳しくなる中で、借入金を

圧縮する等、資金調達における

地方公社の慎重な対応が影響し

ているものと思われる。

なお自己住宅ローンについて

は伸び率が足元で低下する傾向

にある。また賃貸住宅等資金も緩

やかな低下傾向が続いている。

これまでみてきたように、ＪＡ貯金の伸び率

は緩やかな上昇基調にある。また種類別には、

利用者の流動性選好が強まり、流動性貯金の伸

び率が定期性貯金の伸び率を上回っている。そ

の一方で、貸出金については、全国的な傾向と

して伸び率がマイナスとなっている。

こうしたことから貯貸率は2001年４月（速報

値）に29.5％となり低下傾向にある。また有価

証券の増減額は2001年３月に△0.41兆円となっ

ているために、系統預け金の増加額が2001年３

月には2.27兆円となり、貯金の増加額（2001年

３月1.82兆円）を上回る増勢となっている。

（長谷川晃生）

資料  日銀「金融経済統計月報」�
(注)1  JAは(貸出―公庫・共済・金融機関・地公体貸付)、個人以外も含む。�
     2  第１図の注を参照のこと。�
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第４図　業態別個人貸出金の前年比伸び率の推移

(単位 百億円、%)

前年比増加�
寄与率�

前年比伸び率�2001年3月�

2000年3月� 6月� 9月� 12月�2001年3月��
2,150�
842�
686�
60�
387�
413�
184�
119�
65�
227�
126

�
100.0�
39.2�
31.9�
2.8�
18.0�
18.8�
8.6�
5.5�
3.0�
10.3�
5.8�
�

�
100.0�
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230.2�
55.7�

△15.2�
70.9�
186.0�
71.0

�
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�
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貸出除公・共・金�
　　ローン等計�
　　　  うち自己住宅ローン�
　　　  うちクローバローン�
　　賃貸住宅等資金�
　　員外貸付金�
　　　　地方公共団体貸付金�
　　　　　  市町村貸付金�
　　　　　  地方公社貸付金�
　　　　地公体・金融機関を除く員外貸付金�
　　農業関係資金�

資料  農協残高試算表�
(注)1  地公体・金融機関を除く員外貸付金は、員外貸付金から地方公共団体貸付金、金融機関貸付金を差し引いたものである。�
     2  前年比増加額がマイナスになっているために、前年比増加寄与率のプラス、マイナスには注意が必要である。�
　  

残高� 構成比�

第２表　ＪＡ貸出金の種類別動向


